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1. 目指す方向 

 2019年の日本の 1人当たり労働生産性（就業者 1 人当たり付加価値）は、81,183 ドル

（824 万円）。順位でみると OECD 加盟 37 カ国中 26 位で、1970 年以降最も低くなって

いる［1］。現在の日本は東京一極集中が続いているが、東京都の成長率（県内総生産の前

年比増加率）が全国平均未満［2］であることを踏まえると、地方の経営資源（農産物、

伝統工芸品、観光地等）を活用することが、日本の稼ぐ力を取り戻し、労働生産性を上げ

るために有効だと考えられる。 

 一方で地方経済の担い手である地方企業は、後継者の不在［3］や起業者数の少なさ［4］

等の課題を抱えていることから、地域活性化のためには産官学金が一体となって取り組む

必要があると考えられる。 

 

2. COC＋事業に対する評価 

 産官学金連携による地域活性化のために国が各省庁を通じた様々な施策を実行する中で、

特に大学が地域活性化の核になる COC＋事業に関して注目している。 

 地方大学卒業生の地元就職率を上げる施策である COC＋事業は、学生が地域への理解を

深めることでは前進しているものの、県外出身者が多い地方大学卒業生に関して大学所在

地域での就職を増やすという目的は道半ばである。2019 年度に補助期間が終了し、2020

年度からは各大学における自走の期間に入っていることを踏まえると、各地域の実状に応

じた他プレイヤー（自治体、NPO、金融機関等）との更なる連携が必要だと考えられる。 

 

3. セミナー等から得られた示唆 

 2020年 4月から 2021年 1月にかけて、地方創生・SDGs・教育・起業支援に関わるセ

ミナー等に計 142回参加して得られた示唆は二点ある。 
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 一点目は自治体と NPO 等が連携して地域活性化を通じた教育の取組を行う事例は増え

ているものの、大学や金融機関と連携しているケースは少ないことである。 

 二点目は学生が卒業後のキャリアを考えるための教育を学校のみで提供するには限界が

あり、起業も含めた様々な選択肢を考える場を学校外で提供する事例が増えていることで

ある。 

 以上の二点を踏まえると、自治体や NPO に加えて大学や金融機関が連携して、学生が

将来のキャリアを考える場を提供することは有意義であると考えられる。 

 

4. 参考となる事例 

 このような取組に関して先行する事例はいくつか見られる。地域と連携して将来のキャ

リアを考える場を提供する事例としては、NPO法人 ETIC.の地域ベンチャー留学（全 

国約 70 地域と連携）、さとのば大学（全国 5 地域と連携）、こゆ財団の宮崎ローカルベン

チャースクール（宮崎県新富町）等がある。これらの特徴は、各地域の自治体や中間支援

団体（NPO等）との連携によりプログラムを運営している点にある。 

 また大学と金融機関が連携している事例はまだ多くないものの、長崎大学では、ふくお

かフィナンシャルグループの寄付講座として開設した「長崎大学 FFG アントレプレナー

シップセンター」でアントレプレナーシップ教育・研究の取組および大学発ベンチャー創

出支援の動きが始まっており、今後の発展が注目される。 

 

5. 来年度の活動予定 

 これまで述べてきた産官学金連携による地域活性化の仕組みを作るには、セミナー等か

ら得られた示唆や参考となる事例を踏まえると、まずは自治体や NPO等の連携を確立し、

そこから大学や金融機関との連携を展望するのがよいと考える。 

 このような連携の仕組みを作るにあたっての課題や関係者ニーズを明確にするため、来

年度は対象地域を選定した実証実験（佐賀県有田町を想定）を開始する。 
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